
1 重要な会計方針

（ 1 ） 固定資産の減価償却について

車両運搬具、什器備品・・・・・定額法による減価償却を実施している。

（ 2 ） 引当金の計上基準について

退職給付引当金・・・・・期末(年度末）退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

（ 3 ） 消費税等の会計処理

税込処理によっている。

2 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

216,211,363 円 3,958,000 円 3,958,000 円 216,211,363 円

1,718,637 円 429 円 429 円 1,718,637 円

100,000,000 円 1,700,000 円 1,700,000 円 100,000,000 円

317,930,000 円 5,658,429 円 5,658,429 円 317,930,000 円

3,850,000 円 180,000 円 0 円 4,030,000 円

2,500,000 円 625 円 625 円 2,500,000 円

6,350,000 円 180,625 円 625 円 6,530,000 円

324,280,000 円 5,839,054 円 5,659,054 円 324,460,000 円

3 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

216,211,363 円 216,211,363 円 0 円 0 円

1,718,637 円 1,718,637 円 0 円 0 円

100,000,000 円 100,000,000 円 0 円 0 円

317,930,000 円 317,930,000 円 0 円 0 円

4,030,000 円 0 円 0 円 4,030,000 円

2,500,000 円 0 円 2,500,000 円 0 円

6,530,000 円 0 円 2,500,000 円 4,030,000 円

324,460,000 円 317,930,000 円 2,500,000 円 4,030,000 円

4 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

2,282,475 円 2,282,474 円 1 円

6,852,508 円 6,537,164 円 315,344 円

315,000 円 315,000 円 0 円

9,449,983 円 9,134,638 円 315,345 円

特定資産

財務諸表に対する注記

科　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退 職 給 付 引 当 資 産

自 治 体 消 防 70 周 年 記 念 事 業 準 備 預 金

小　　計

合　　計

科　　目

基本財産

有 価 証 券

定 期 預 金

県 債 貸 付

小　　計

当期末残高
（うち指定正味財産から

の充当額）
（うち一般正味財産から

の充当額）
 （うち負債に対応する

額）

基本財産

有 価 証 券

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

定 期 預 金

県 債 貸 付

小　　計

特定財産

退 職 給 付 引 当 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

合　　　　　　　　計

自 治 体 消 防 70 周 年 記 念 事 業 準 備 預 金

小　　計

合　　計

科　　　　目
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